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An Empirical Study of Factors Playing Roles 
in Commerce around Stations 
Tadakatsu NAKAMURA
Summary
　　In this study, we examined factors playing roles in commerce around stations. This study is 
characterized by empirical analysis of data around stations created using GIS (Geometric 
Information System). The analysis results show that residential population, the number of station 
users, ﬂ oor space and the number of public facilities play an important role in commerce. 
１．問題意識と研究目的
　かつての中心市街地は、居住や商業、各種業務のみならず、文化や娯楽、公共性などさまざま
な都市機能を担っていた。しかしながら、モータリーゼーションの進展とそれに伴う人びとのラ
イフスタイルの変化、地価の高騰などを背景として、またバイパス整備など郊外の無秩序な開発
によって都市ではスプロール現象がみられるようになり、これらの機能も中心市街地から郊外へ
と分散していった。中心市街地の空洞化が深刻な問題となっている都市は今日、全国各地にみる
ことができる。
　こうした中心市街地の地盤沈下は、地域の経済・社会・文化の発展を考える上でも極めて重要
な課題であると考えられる。市町村は今日、高齢化問題や人口減少問題、住環境の整備、自然環
境への対応、厳しい財政運営などさまざまな課題に直面しているが、中心市街地活性化や駅周辺
のまちづくりはそのなかでも特に重要なテーマとなっているであろう。
　しかしこれまで、数多くの中心市街地活性化のための政策・施策が打ち出されてきたにも関わ
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らず、成功事例といわれるものはなかなか存在しないのが実情でもある。そもそも、中心市街地
や駅周辺の「魅力」とはどのようなものなのだろうか。あるいは、これらのエリアが備えるべき
前提条件とは何なのだろうか。わが国の都市が抱えるこのような問題を解決に導くためには、こ
の点に対する検証が不可欠であると考えられる。
　そこで本研究では、駅周辺商業に影響を与える要因を実証分析によって明らかにすることを目
的とする。より具体的には、東京都および神奈川県にまたがる多摩地区の各駅を分析対象とし、
駅周辺商業ならびにそれと関係していると考えられる要因、たとえば駅周辺人口、駅利用者数、
駅特性、駅周辺施設などとの関係を明らかにする。とくに、駅周辺におけるこれらの状況に関す
るデータは地理情報システム（Geographic Information System, 以下GIS）を活用して作成し、そ
れを用いて実証分析を行う点が特徴である。
　本稿の構成は次のとおりである。第１節では本研究の問題意識と研究目的について既に述べた。
第２節では先行研究のサーベイを行い、本研究の位置づけについて整理する。第３節では、東京
都ならびに神奈川県の多摩地区における駅とその周辺状況のデータを用いて実証分析を行い、駅
周辺商業に影響を与える要因について明らかにする。最後に第４節において、結論と残された課
題を述べて本稿を締めくくる。
２．先行研究のサーベイと本研究の位置づけ
　中心市街地活性化に関する研究について調査すると、個別の商店街や駅周辺を取り上げた事例
研究は数多く存在するものの、魅力的な中心市街地の形成に求められる要因についての一般的視
点、ましてやそれを実証的に解明しようとしたものはなかなか見当たらない。理由はいくつか考
えられそうである。
　ひとつは、中心市街地といっても一体それはどのエリアと捉えるべきなのかという問題である。
各市町村における主要な駅周辺や役所周辺はそのように認識されることもあるだろうが、実際に
は駅や役所から一定以上離れたエリアに中心性をもった市街地が存在していることも少なくな
い。都市の形成プロセスが多様なわが国ではこれは当然のことかもしれないが、このような状況
は中心市街地あるいは駅周辺の活性化について一般的視点を提供したり、データを収集して実証
モデルを構築することを難しくしていると思われる。
　もうひとつは、「活性化」というものをどのように捉えるかという問題がある。中心市街地や
駅周辺の定住人口なのか昼間人口なのか、小売業の総売上なのか面積あたりの売上なのか、ある
いは地価においてそれが反映されているのかなど、「にぎわい」と関係しそうな指標はいくつか
挙げられる。その意味では、近年注目をあびているコンパクト・シティ１）と中心市街地活性化
の関係を地代という指標をとおして検証を試みた関口（2013）は注目に値するだろう。本研究
はこれと異なり、駅周辺商業として小売年間商品販売額を用いている。
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　また、これまで提供されてきた統計は市町村、細かいものでも町丁目といった行政境界をベー
スとしたものがほとんどであったことも原因はあるだろう。中心市街地や駅周辺という限定的な
エリアを分析対象として実証分析を試みようとした場合、このような統計では十分な検証ができ
ないだろう。「平成の大合併」によって市町村の人口や面積が拡大したことは、行政境界をベー
スとしたデータの扱いをさらに難しくしているかもしれない。
　だが近年、GISが普及してきたことにより、市町村や町丁目といった行政境界をベースとする
ものよりもさらに狭いエリアを対象とした統計を扱える可能が広がっている。本研究ではまさに、
GISを活用して駅周辺における商業ならびにそれに影響を与えると考えられる要因に関するデー
タを作成して実証分析を行っており、その点に最大の特徴があるといえよう。
３．実証分析
2.1　分析方法とデータ
　駅周辺商業に影響を与える要因を明らかにするために、次のような関数を想定してモデルを構
築し、最小二乗法（Ordinary Least Squares, OLS）による推定を行う。
駅周辺商業 ＝ G（駅周辺人口、駅利用者数、駅特性、駅周辺施設）
　まず、本研究の推定に用いる被説明変数ならびに説明変数について説明しよう。
　被説明変数である駅周辺商業には、『平成19年商業統計調査報告』によって提供されている小
売年間商品販売額（単位：百万円）を用いている。商業には小売業や卸売業、一般業務などさま
ざまな分野が含まれるが、本研究では駅周辺のにぎわいと関わりが深いと考えられる小売業に焦
点をあてる。たしかに小売業の実態を把握するにあたり、売場面積や従業者数、事業所数なども
被説明変数の候補となり得るだろう。だがこれらは、駅周辺の定住人口の増減や駅の利便性の改
善などの結果、長期的にみて変化が観察される要素であると考えられる。現状のもとでの駅周辺
商業について検証するのであれば、小売年間商品販売額を用いることが適当であるといえよう。
　ただし、同統計が提供する小売年間商品販売額は町丁目ごとのデータであると同時に、欠損値
も少なくない点に注意してほしい。そこで本研究では、地理情報システム（Geographic 
Information System, 以下GIS）２）を活用して駅を中心として半径800メートルのバッファを設定
し、その面積に相当する小売年間商品販売額のデータを作成、対数変換して推定に用いている。
GISを活用した変数の作成方法とその際に生じる問題への対応策は付録にまとめてあるので、そ
ちらを参照してほしい。
　次に、説明変数には以下のデータを用いている。
　駅周辺人口には、駅を中心として半径800メートル以内の定住人口（単位：人）（以下、駅周
辺［800m］人口）ならびに同半径800から1,500メートル以内の定住人口（単位：人）（以下、
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駅周辺［800-1,500m］人口）を用いている。駅を中心として半径800メートル以内に着目する
のは一般的な人が徒歩で駅を移動できる範囲だからであり、それを超えて1,500メートル以内は
自転車等の交通用具を利用しなければ移動しにくい範囲だからである。たしかに、自転車等で移
動できる範囲をもう少し広く想定すべきかもしれないが、東京都多摩地区は駅間距離が比較的長
いJR路線ではなく、それが比較的短い私鉄路線が複雑に敷設されている。駅周辺の範囲をあまり
に広く定義してしまうと隣接する駅周辺の範囲と大きく重複してしまう可能性が高いことから、
本研究ではこのような想定をおくこととした。なお、いずれも対数変換した数値を説明変数とし
て用いている。
　これと関連して、駅周辺の人口構成を表す説明変数として駅を中心として半径800メートル以
内の19歳未満人口比率（単位：－ ）（以下、19歳未満人口比率）と同65歳以上人口比率（単位：
－ ）（以下、65歳以上人口比率）を用いている。これにより、どのような世代が駅周辺商業に影
響を与えているか、あるいは与えていないかをみることができよう。
　駅利用者数には駅乗車人員数（単位：千人）を対数変換して用いている。駅の利用者は、駅周
辺商業の潜在的な需要者であると考えられる。
　そして推定結果には、ここまでで説明した駅周辺人口ならびに駅利用者数のみを用いたモデル
をベースモデルとして示すこととする（モデル１）。これ以降は、モデル１に駅特性や駅周辺施
設に関する説明変数を１つずつ出し入れしている。これは、同様の変数を同時に組み込むことで
発生する多重共線性の問題に対応するためである３）。
　駅特性を表す説明変数には、在来線路線数（単位：路線）あるいは急行停車駅ダミー（急行停
車駅＝１、その他＝０）を用いている（それぞれ、モデル２と３）。ターミナルとしての特性を
もつ駅は、そうでない駅より集客効果が高いと予想されるためである。
　駅周辺施設には、売り場面積（単位：千m2）あるいは事業所数（単位：箇所）、公共施設数（単
位：箇所）、大学数（単位：箇所）、病院数（単位：箇所）を用いている（それぞれ、モデル４～
８）。駅周辺にこれらの施設があると、集客効果の面で有利である可能性があるだろう。
　上述の説明変数のうち、駅周辺の状況に関するもの（駅周辺［800m］人口、駅周辺［800-1,500m］
人口、19歳未満人口比率、65歳以上人口比率）はすべてGISを活用して作成している。やはり、
駅を中心として一定範囲のバッファを設定し、その面積に相当するデータを作成している。
　なお、分析対象は東京都ならびに神奈川県にまたがる多摩地区、すなわち町田市と立川市、府
中市、稲城市、多摩市、日野市、八王子市、調布市、東大和市、武蔵村山市、相模原市における
駅のうち、これらのデータがすべてそろう75駅である４）。各変数の概要と記述統計量は図表１
と図表２にそれぞれまとめてある。
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図表１　各変数の説明
変数名 単位 概　　要 出所
小売年間商品販売額 対数 駅を中心として半径800m以内の小売年間商品販
売額をGISを用いて作成
商業統計
駅周辺［半径800m］人口 対数 駅を中心として半径800m以内の定住人口をGIS
を用いて作成
国勢調査
駅周辺［半径800-1,500m］人口 対数 駅から半径1,500m以内と同半径800m以内の定住
人口をGISを用いて作成し，両者の差によって算
出
〃
19歳未満人口比率 割合 駅を中心として半径800m以内の19歳未満人口と
定住人口をGISを用いて作成し，両者の比をとっ
て算出
〃
65歳以上人口比率 割合 駅を中心として半径800m以内の65歳以上人口と
定住人口をGISを用いて作成し，両者の比をとっ
て算出
〃
駅乗車人員数 対数 各駅における乗車人員数 統計年鑑等
在来線路線数 路線 － －
急行停車駅ダミー ダミー － －
売り場面積 千m2 駅を中心として半径800m以内の売り場面積を
GISによって抽出・作成
商業統計
事業所数 箇所 駅を中心として半径800m以内の売り場面積を
GISによって抽出・作成
〃
公共施設数 箇所 駅を中心として半径800m以内の売り場面積を
GISによって抽出・作成
〃
大学数 箇所 駅を中心として半径800m以内の売り場面積を
GISによって抽出・作成
〃
病院数 箇所 駅を中心として半径800m以内の売り場面積を
GISによって抽出・作成
〃
図表２　記述統計量
変数名 単位 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
小売年間商品販売額 対数 75 9.706 1.440 2.812 12.391
駅周辺［半径800m］人口 対数 159 9.507 0.581 6.425 10.391
駅周辺［半径800-1,500m］人口 対数 159 10.278 0.481 7.224 11.027
19歳未満人口比率 割合 159 0.183 0.024 0.132 0.284
65歳以上人口比率 割合 159 0.153 0.034 0.076 0.246
駅乗車人員数 対数 138 8.523 1.136 5.130 10.963
在来線路線数 路線 160 1.456 0.838 1.000 5.000
急行停車駅ダミー ダミー 160 0.394 0.490 0.000 1.000
売り場面積 千m2 96 28.544 42.880 0.000 180.194
事業所数 箇所 160 729.562 712.495 0.000 3,693.000
公共施設数 箇所 139 15.647 8.794 0.000 48.000
大学数 箇所 160 0.169 0.479 0.000 2.000
病院数 箇所 160 0.775 1.046 0.000 8.000
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2.2　推定結果と解釈
　推定結果は図表３に示してある。ベースモデル（モデル１）から確認していこう。
　駅周辺人口からみていく。駅周辺［半径800m］人口（対数）は正の有意な結果（有意水準１％）
が得られている。駅周辺［半径800m］人口が１％増加すると、駅周辺の小売年間商品販売額は
0.676％増加することがわかる。駅周辺［半径800-1,500m］人口（対数）も正の有意な結果（有
意水準５％）が得られている。駅周辺［半径800-1,500m］人口が１％増加すると、小売年間商
品販売額は0.994％増加することがわかる。前者よりも後者の方が駅周辺商業に与える影響が大
きいのは、同心円上に面をとったとき、半径の小さい前者の定住人口よりも半径の大きい後者の
定住人口の方が大きいためだと考えられる。
　人口構成についてみると、19歳未満人口比率は有意な結果が得られていないが、65歳以上人
口比率は負の有意な結果（有意水準５％）が得られている。小売年間商品販売額に与える影響と
いう点において、19歳以上65歳未満人口（以下、生産年齢人口）と19歳未満人口（以下、若年
人口）との間に差異はみられないということになる。一方、生産年齢人口と比べ、65歳以上人
口（以下、老齢人口）は小売年間商品販売額にマイナスの影響を与えている可能性がある。
　駅乗車人員数（対数）も正の有意な結果（有意水準１％）が得られている。駅乗車人員数が１％
増加すると、駅周辺の小売年間商品販売額は0.319％増加することがわかる。駅周辺商業にとっ
て潜在的な需要者である駅の利用者は重要な要素であるといえそうだ。
　つぎに、モデル１に駅特性に関する説明変数を加えたモデル２と３の推定結果を確認しよう。
その際、これらの説明変数の一部において、モデル１で示されている結果と異なる結果が得られ
ているものがある点に注意してほしい。これは多重共線性の問題から発生していると予想される
が、これ以降で検証する駅特性や駅周辺施設に関する説明変数の間の相関は比較的高く、上記の
説明変数の推定結果にさらなる影響を及ぼしかねない。そこで本研究では、モデル１に駅特性や
駅周辺施設に関する説明変数を１つずつ付け加えたり、外したりしながら検証していくこととし
た。
　在来線路線数は正の有意な結果（有意水準１％）が得られている。複数路線が乗り入れるター
ミナルとしての特性をもつ駅は人びとをひきつけている可能性がある。ただし、急行停車駅ダミー
については有意な結果が得られていない。この点については、在来線路線数で得られた結果とも
照合しつつ、再検討の余地がありそうである。
　さらに、モデル１に駅周辺施設に関する説明変数を加えたモデル４～８の推定結果を確認しよ
う。
　売り場面積は正の有意な結果（有意水準１％）が得られている。駅周辺の売り場面積が1,000m2
増加すると、すなわち人びとにとって駅周辺での店舗等の選択の余地が増加すると、小売年間商
品販売額は1.7％増加することがわかる。
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図表３　推定結果
被説明変数　　小売年間商品販売額（対数）
説明変数 単位 モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
駅周辺［半径800m］人口 対数 0.676* 0.956** 0.697* 0.885***
(1.754) (2.465) (1.776) (2.897)
駅周辺［半径800-1,500m］人口 対数 0.994** 0.784* 0.945* 0.693*
(2.182) (1.831) (1.964) (1.701)
19歳未満人口比率 割合 －6.260 0.121 -6.395 3.582
(－1.380) (0.025) (-1.339) (1.135)
65歳以上人口比率 割合 －6.945** －4.194 -6.701* －3.798**
(－2.113) (－1.365) (-1.950) (－1.996)
駅乗車人員数 対数 0.319*** 0.169 0.366*** 0.033
(3.352) (1.626) (3.247) (0.558)
在来線路線数 路線 0.449***
(3.971)
急行停車駅ダミー ダミー －0.192
(－0.802)
売り場面積 千m2 0.017***
(13.778)
定数項 － －7.385** －8.912*** －7.418** －6.713*
(－2.140) (－2.683) (－2.005) (－1.922)
決定係数 0.701 0.765 0.699 0.886
標本数 75 75 75 75
被説明変数　　小売年間商品販売額（対数）
説明変数 単位 モデル５ モデル６ モデル７ モデル８
駅周辺［半径800m］人口 対数 0.216 0.437 0.479 0.563
(0.639) (1.081) (1.291) (1.478)
駅周辺［半径800-1,500m］人口 対数 1.322*** 1.088** 1.230*** 1.077**
(3.131) (2.261) (2.748) (2.370)
19歳未満人口比率 割合 6.318 －2.276 －3.785 －5.442
(1.539) (－0.456) (－0.880) (－1.171)
65歳以上人口比率 割合 －5.435** －7.573** －5.661* －7.025**
(－2.189) (－2.485) (－1.756) (－2.123)
駅乗車人員数 対数 0.047 0.186* 0.351*** 0.306***
(0.625) (1.754) (3.782) (3.117)
事業所数 箇所 0.001***
(8.502)
公共施設数 箇所 0.038**
(2.538)
大学数 箇所 -0.397***
(-4.448)
病院数 箇所 0.084
(1.425)
定数項 － －7.392** －6.236 －8.767** －7.274**
(－2.100) (－1.654) (－2.534) (－2.074)
決定係数 0.841 0.729 0.725 0.701
標本数 75 75 75 75
注：括弧内の数値はt値である。また***、**、*はそれぞれ有意水準１％、５％、10％で有意であることを示す。
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　事業所数ならびに公共施設数、病院数も正の有意な結果（ぞれぞれ有意水準１％、５％、１％）
が得られている。これらの施設の存在は、駅周辺に人びとをひきつける上で重要な要素となって
いる可能性がある。一方、大学数については有意な結果が得られておらず、再検証の余地が残さ
れているといえよう。
４．結論と今後の課題
　本研究では、駅周辺商業に影響を与える要因について検証してきた。本研究の特徴は、GISを
用いて駅周辺商業や駅周辺人口、駅周辺施設に関するデータを作成し実証分析を行った点である。
本研究の推定結果からは次の点が明らかになっている。
　徒歩圏内と考えられる駅周辺の定住人口ならびに自転車等の交通用具の利用が必要と考えられ
る駅周辺の定住人口、駅利用者数は、駅周辺商業に正の影響を与える重要な要素である。ただし
人口構成についてみると、生産年齢人口と若年人口とでは駅周辺商業に与える影響に差異が認め
られない一方、生産年齢人口と比べて老齢人口は駅周辺商業に対する貢献が低い可能性がある。
　加えて、売り場面積は当然のこととして、事業所数や公共施設数、病院数も駅周辺への集客と
いう点で重要な要素となっている可能性がある。しかし、大学数についてはそのようなことはい
えていない。
　もちろん、本研究には残された課題もある。
　たとえば、被説明変数として、『平成19年商業統計調査報告』が提供する小売年間商品販売額
を使用したが、このデータは町丁目ごとに整理されている上、欠損値も少なくないことから、
GISを活用してデータを作成するプロセスでこれらの問題に対応する必要があった。駅周辺の状
況に関する他の説明変数も同様である。この点についてはメッシュデータを使用することで、今
後改善できると考えられる。
　また冒頭でも述べたように、中心市街地の活性化や駅周辺のまちづくりのあり方といった議論
は、とくに地方都市において重要な課題となっている。本研究は東京都と神奈川県にまたがる多
摩地区を分析対象としたが、これらの問題の解決策に資する情報を提供するためにはさらに分析
対象を広げて検証する必要があるだろう。
（なかむら　ただかつ・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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１）　コンパクト・シティとは、駅などを中心としたいくつかのエリアに住宅や職場、店舗、病院など日常生活に必要な機能
を歩いてゆける範囲に集め、自家用車に頼らない住みやすいまちづくりを目指そうとする発想である。都市の郊外化やス
プロール化を防ぐとともに、市街地のスケールを小さく保つまちづくりであることから、高齢化や人口減少、財政効率化
にも効果があると期待されている。
　　コンパクト・シティについては、海道（2001）において概念の整理や海外の事例紹介がなされている。また、人口減少
への対応と厳しさを増す地方財政の効率化の観点から実証を試みた研究はいくつか存在しており、たとえば川崎（2009）、
牧野ほか（2009）、関口（2012）などがあげられる。
２）　「地理的位置を手がかりに、位置に関する情報をもったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示
して高度な分析や迅速な判断を可能にする技術」（国土地理院）
３）　とはいえ、このような方法をとっても、ベースモデルとして示した推定結果と他のモデルの推定結果を比較すると、多
重共線性と思われる症状がみてとれる点に注意してほしい。
４）　JR東日本／南橋本駅、原当麻駅、下溝駅、立川駅、八王子駅、西八王子駅、高尾駅、成瀬駅、JR町田駅、相原駅、片倉駅、
小田急電鉄／小田急町田駅、小田急多摩センター駅、京王電鉄／調布駅、西調布駅、多磨霊園駅、東府中駅、府中競馬正
門前駅、府中駅、分倍河原駅、中河原駅、百草園駅、長沼駅、北野駅、京王八王子駅、京王片倉駅、山田駅、めじろ台駅、
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谷駅、大塚・帝京大学駅、中央大学・明星大学駅、甲州街道駅、柴崎体育館駅、立川南駅
付録　GISを活用した変数の作成方法
　本研究では、GIS（Geometric Infomation System, 以下GIS）を活用して駅周辺の状況に関するデー
タを収集している。ここで、GISによる変数の作成方法について説明するとともに、それに伴っ
て発生したいくつかの問題に対する本研究の対応を記しておく。
　GISのデータは、ポイントデータとポリゴンデータに分類することができる。
　ポイントデータとは、空間上の点としてGIS上に表されるデータのことであり、たとえば商業
施設数や病院数などがこれにあたる。付図１にはポイントデータのイメージが示してある。点線
で示されている円はX駅を中心とするバッファ（範囲）であり、「＊」はデータの所在するポイ
ントである。本研究では、駅を中心として800mあるいは1,500mのバッファをとり、その範囲
に存在するすべてのポイントデータを取得している。
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付図１　ポイントデータ
　ポリゴンデータとは、町丁目やメッシュといったポリゴン（面）に従属してGIS上に表されるデー
タであり、たとえば町丁目人口や500ｍメッシュ事業所数などがこれに含まれる。付図２にはポ
リゴンデータのイメージが示してある。やはり点線で示されている円はX駅を中心とするバッ
ファであるが、ポイントデータとは異なってこの範囲にあるデータを抽出すればよいというわけ
にはいかない。なぜなら、上述のとおりポリゴンデータはＡ町やＢ町という単位でのデータであ
る上、GISはバッファのかかっているポリゴンデータをすべて取得してしまうという特性をもつ
からである。そこで本研究では、バッファ面積とポリゴン面積の比によってデータを按分してい
る。たとえば、付図２の場合は次のような計算を行っている。
付図２　ポリゴンデータ
注：＊はデータの所在するポイント
出所：筆者作成
出所：筆者作成
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　ただし、『平成19年商業統計調査報告』によって提供されている小売年間商品販売額は欠損値
が多いことから、駅を中心として半径800メートル以内に過半数（50％）以上のデータがある
場合にのみ、その不足分を収集できたデータによって補完して被説明変数として使用しているこ
とに注意してほしい。
　また付図３のように、駅間の距離が短い首都圏など大都市部を分析対象にしたり、駅を中心と
するバッファを大きくとったりする場合、近隣の駅のバッファ同士が重複してしまうことがある。
バッファ同士が重複した場合には按分などの方法をとるべきかもしれないが、本研究ではこのよ
うな措置はとっていないことに注意してほしい。本研究の分析対象とする東京都多摩地区では鉄
道路線が複雑に配置されていることから、バッファ同士が大きく重複してしまうケースが多数発
生したためである。バッファの重複部分を按分すると、駅周辺の状況を表すデータがあまりにも
過小になる危険を避けることとした。
付図３　バッファの重複
出所：筆者作成
